
 
重 要 事 項 説 明 書 

  
 
 
サービスの提供開始にあたり、厚生省令に基づいて、当事業所が 

あなたに説明すべき重要事項は次のとおりです。 
 
 

1 事業所概要 

 
2  事業所の職員体制等  （令和 6 年 5 月現在） 

職種 従事するサービス種類・業務 人員 
管理者 業務運営総括 常勤兼務   1 名 
医師 利用者の健康管理・指導 常勤兼務   2 名 

理学療法士又は 
作業療法士 

リハビリテーション全般 常勤専徒   3 名    
非常勤専徒  1 名 

介護福祉士 
 

実務研修終了者 

介護全般・集団活動 常勤専従   5 名 
非常勤専従  2 名 
常勤専従   1 名 

（常勤・非常勤の人員は変動有りとする） 

 
3 営業日及び営業時間 
1) 営業日   年中無休 
2) 営業時間  8：30～17：00  
3) 提供時間  9：00～16：00  （営業時間外でも相談等可能） 

事業所 医療法人徳洲会長崎北徳洲会介護センター通所リハビリテーション 
所在地 長崎県西彼杵郡長与町北陽台 1 丁目 5 番 1 号 
事業所指定番号 
指定年月日 

長崎県 
4211124310 号 

令和 3 年 5 月 1 日 

 
管理者及び連絡先 
 

管理者        鬼塚 正成 
長崎北徳洲会病院   095－813－5800 
通所リハビリ（直通） 095－813－5866（FAX）095－813－5871 

サービス提供地域 平野町 平和町 松山町 本原町 扇町 石神町 三原町 大橋町 若草町 花園町 文教

町 千歳町 若葉町 中園町 住吉町 赤迫 泉町 花丘町 昭和町 女の都 川平町 三川

町 滑石町 大園町 大宮町 北栄町 北陽町 虹が丘町 横尾 葉山 西北町 岩屋町 

若竹町 柳谷町 錦町 音無町 西町 白鳥町 清水町 緑が丘 油木町 江里町 園田町 

向町 式見町 四杖町 京泊 鳴見台 鳴見町 畝刈 多比良町 村松町 西海町 時津町 

長与町  ※上記以外、要相談   
利用定員 40 名 



4 事業の目的及び方針 
事業所は、利用者の意志及び人格を尊重しサービスの提供に努めます。 

1）事業所は、利用者が可能な限り居宅において、その有する能力に応じ自立 
 した日常生活が営むことが出来るようにします。 
2）事業所は、利用者に必要な日常生活上の指導・介助及び機能訓練を行うこと 
 により、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持・向上ならびに 
 利用者の家族の身体的・精神的負担の軽減に努めます。 
 
5  緊急時等における対応方法 
1) 通所リハビリテーションの提供を行っている時に利用者に病状の急変、 

その他緊急事態が生じた時は、速やかに主治医に連絡する等の措置を講じると共

に、管理者に報告する。また、利用中の転倒に際しては、自己保険、自己負担と

する。 
2）利用者に対する通所リハビリテーションの提供により事故が発生した場合は、市

町村、当該利用者に係る居宅介護支援事業所などに連絡すると共に必要な措置を

講じるものとする。 
3）利用者に対する通所リハビリテーションの提供により賠償すべき事故が発生した

場合には損害賠償を速やかに行うものとする。 
 
6 苦情申立窓口 
1）通所リハビリテーションの提供に係る利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応す

るために必要な措置を講じるものとする。 
2）市町村から指導又は助言を受けた場合は当該指導又は助言に従って必要な改善を

行うものとする。 
3）当事業所以外にも、市町村の窓口に苦情を伝えることができます。 
長崎北徳洲会病院（代表）          095‐813―5800 
長崎県国民健康保険団体連合会        095－826－1599 
長与町役場介護保険課            095‐883‐1111 
長崎市介護保険課              095‐829‐1163 
 
7 事業継続に向けた取り組みの強化について 
1） 感染症等や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続

的に実施するための、および非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画

を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 
2） 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに必要な研修及び訓練を

定期的に実施します。 
3） 定期的に業務継続計画の見直しを行い必要に応じて業務継続計画の変更を行

います。 
 
 
 
 



8  虐待、身体拘束の防止について 
事業者は利用者等の人権の擁護、虐待の防止等のために必要な措置を講じます。 

1） 虐待防止、身体拘束などの適正化のため対策を検討する委員会を定期的に開催

しその結果について従業者に周知徹底を図ります。 
2） 事業所はご利用者が成年後見制度を利用できるよう支援を行います。 
3） 生命、または、身体を保護するため緊急やむをえない場合は、事前に十分な説

明の上利用者又は家族などに同意を得るとともにその態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに理由を記録いたします。 
4） サービス提供中に当該事業所従業者または養護者による虐待等を受けたと思

われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報します。 
5） 虐待防止、身体拘束の適正化に関する担当者を選定しています。 

虐待防止担当者・責任者：馬場 大西 
          
9 衛生管理について 
 事業所において感染症等が発生し、又は蔓延しないように、次に掲げる措置を講じ

ます。 
1） 事業所の設備及び、備品等について、衛生的な管理に努めます。 
2） 職員などの清潔の保持、健康状態について、必要な管理を行います。 
3） 事業所における感染症等の予防及び蔓延の防止のための対策を検討する委員

会を半年に 1 回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底

しています。 
4） 従業者に対し、感染症等の予防及び、蔓延防止のための研修及び訓練を定期的

に実施します。 
 
10 ハラスメント 
 事業所は現場で働く職員の安全確保と安心して働き続けられる労働環境が築ける

ようハラスメントの防止に向け取り組みます。 
 事業所内において優越的な関係を背景とした言動や、業務上必要かつ相当な範囲を

超える下記の行為は組織として許容しません。 
1） 身体的な力を使って危害を及ぼす（及ぼされそうになった）行為 
2） 個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為 
3） 意に沿わない性的言動、好意的態度の要求等、性的ないやがらせ行為 
 
11 個人情報の保護・守秘義務 
1）情報の保護及び利用の制限 
 当事業所は、業務上知りえた情報を正当な理由なく第三者に漏らすことは致しませ

ん。ただし定められた範囲内で必要な情報は提供させていただきます。 
2）守秘義務の継続 
 利用者と事業所の契約が終了した後においても、これらの秘密を保持するための措

置を講じるものとする。 
 


